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アジェンダ
• 1. プラットフォームピジネスヘの一般的な消費者関連法の適用
• 2. プラットフォーム提供者への行政規制
• 3. プラットフォーム提供者の⺠事責任

2022/10/11 プラットフォームエコノミクス研究会 4



5

DPF

主として消費者 店子
（消費者，事業者）

①一般的な消費者関連法
・消費者契約法，特商法，景表法，
個人情報保護法，電気通信事業法…

②行政規制
・取引DPF法，取引透明化法

③⺠事責任
・PL法，⺠法

1. プラットフォームピジネスヘの一般的な消費者関連法の適用

デジタルプラットフォームを取り巻く法規制
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［事例1］
（１）Aは，オンラインモールXに有料会員登録しているが，ここ2か月ほど，メンテナンスばかりでほとん
ど使えていないにもかかわらず，会員料金は一切返金されない。Xの利用規約を見ると，支払われた会員料
金は理由を問わず一切返金しない旨の条項があるが，AはXに対して会員料金の返金を求めることはできるか。

プラットフォームビジネスを提供する事業者であるプラットフォーム提供者自身は，通常，消費者法上の
「事業者」に該当し，一般的な消費者関連法が適用される（消費者関連法は消費者・事業者間でのみ適用さ
れるのが普通）。消費者契約法，特定商取引法，景品表示法等

消費者契約法により全部免責条項は無効（8条1項1号，3号）であり，債務不履行に基づく損害賠償請求な
り，解除に伴う不当利得返還請求なりが可能となる。
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［事例1］
（２）Bが，オンラインモールXを用いていたところ，閲覧履歴に応じた広告（行動ターゲティンク広告）が
出るようになった。Bは，Xに対して行動ターゲティング広告をやめるように求めることはできるか。

インターネット上でプラットフォームビジネスを行うプラットフォーム提供者には，個人情報保護法，電気
通信事業法などが適用されることがある。

個人情報保護法はプラットフォーム提供者にも適用される。個人情報取扱事業者であるXの義務として利用
目的規制（同法17条，18条） ，安全管理措置（同法23条）等。保有個人データについて，本人は開示等の
請求等が可能（同法33条ないし39条）。

利用目的の特定の仕方については，本人が，自らの個人情報の取り扱われ方について，利用目的から合理的
に予測，想定できることが求められる。個人データを用いた行動ターゲティング広告については，「取得し
た閲覧履歴や購買履歴等の情報を分析して，趣味・嗜好に応じた新商品・サービスに関する広告のために利
用いたします。」等の記載が求められ，Xが適切に利用目的を定めていなければ，BはXに対して利用停止等
の請求を行うことができる（同法35条1項）。

利用目的を定めていても，不適正利用（19条，35条1項），「本人の権利又は正当な利益が害されるおそれ
がある場合」（35条5項）による利用停止請求の余地がある
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2. プラットフォーム提供者への行政規制
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「取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律」（令和3年法律第32
号）概要
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消費者庁資料
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［事例2］
（１）Aは，オンラインモールXの外国からの出店者Yからモバイルバッテリーを購入して利用していたが，
ある日，モバイルバッテリーが発火し，それが原因で自宅が全焼してしまった。Yは出店者に損害賠償請求
をしたいが，Yの連絡先がわからない。

出店者Yには，本来，「氏名又は名称，住所及び電話番号」を表示する義務がある（特定商取引法11条5号，
同法施行規則8条1号）が，ここでは同条項が守られておらず，連絡先がわからない。

Aには自宅が全焼する被害が生じており，Yへの債権額は明らかに1万円を超えているところ，Aとしては，
オンラインモールXに対して販売業者等情報の開示請求（取引DPF法5条）を行い，Yの「氏名または名称，
住所その他」の情報を取得することが考えられる。

Xが情報を保有しているにもかかわらず，開示請求に対応しない場合には，(Yではなく）Xに対する損害賠
償請求も検討し得る。

開示請求に対応しないわけではないが，Xがきちんと情報を保有していないとか，Xから提供された情報が
不正確であり，Yへの請求が奏功しなかった場合に，Xに対して何らかの請求ができるか。この点，取引
DPF法上も，Xが，Yに対して販売業者等の特定に資する情報の提供を求める義務は「必要に応じ」た努力
義務にとどまる(3条1項1号）以上，請求は直ちには困難か。
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［事例2］
（２）Bは，オンラインモールXの出店者zからブランド品を購入したが，手元に届いてみると偽ブランド品
だった。Xでは同種の偽ブランド品が沢山販売されているようである。

Yで偽ブランド品が大量に販売されている。このような場合，消費者庁としては，出店者Zに対して特定商
取引法に基づく権限を行使しようとすることは当然であるが，これでは是正できない場合，オンラインモー
ルXに，利用停止等の措置を要請することができる（取引DPF法4条柱書，取引DPF法施行規則3条3号）。
具体的には，当該偽ブランド品の出品停止や，Z等の偽ブランド品販売業者のアカウント停止などが考えら
れる。

Bを含む消費者が消費者庁にこのような権限行使を促すこともできる（取引DPF法10条，申出制度）。
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経産省資料
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経産省資料
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［事例3］
Aは，オンラインモールXの利用者である。オンラインモールXには，出店者の商品を横断的に検索できる機
能があり，Aは，検索順位が一番上だった，出店者Yの商品Zを購入したが，あとから，他の出店者の方がZを
安価で販売していたことに気付いた。

Aが，オンラインモールXにおいて，検索順位が一番上だったということで出店者Yから商品Zを購入したが，
最安値ではなかった。Xが特定DPF提供者である場合，「順位を決定するために用いられる主要な事項」を，
Aを含む一般利用者向けに開示する義務があるので，これが開示されていれば，出店者Yによる商品Zの販売
ページの検索順位が一番上だった理由がある程度わかるということになる。

開示されていない場合は違法であるので，Aとしては，経済産業大臣に権限行使を促すことが考えられる
（取引透明化法10条1項，申出制度）。
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［事例4］
（１）AはオンラインモールXの出店者Yから外国産モバイルバッテリーを購入して利用していたが，ある日，
モバイルバッテリーが発火し，それが原因で自宅が全焼してしまった。このモバイルバッテリーは，海外で
危険性が報道されていたのに，Xは出品を禁ずることなく放置していた。AはXに対して，この損害のすべて
の賠償を請求することができるか。

取引DPF法も取引透明化法も，基本的にはDPF提供者に行政規制を行う法律であり，販売業者等情報の開示請求を除き，⺠事責任について
は規定していない。

出店者Yが外国産モバイルバッテリーの「輸入した者」に該当する場合には，製造物責任法に基づく「製造業者等」（製造物責任法（PL
法）2条3項）に該当し，Yは同法に基づき損害賠償義務を負う（同法3条） 。しかしながら，オンラインモールXは「製造業者等」の要件
には該当せず，Aは製造物責任法上の損害賠償請求を行うことはできない。

①海外での報道によりモバイルバッテリーが危険であることをXが知っており，合理的な期間を超えて出品を放置しているような場合には，
当該放置が損害に繋がったという⺠法上の一般不法行為又はAX間の契約（オンラインモール利用契約）上の附随義務違反に基づく損害賠
償請求が認められる余地（電子商取引準則等）
②売買契約はAY間であるとしても，オンラインモールであるXがAX間のオンラインモール利用契約の附随義務として，これに関する情報
提供義務を負うという構成（中田邦博教授）
③オンラインモールが出店者の販売促進を行っているという側面に着目し，オンラインモールXも，出店者Yの広告媒体として，広告の審
査義務類似の義務を負うという構成（中田邦博教授）
④利用者と取引DPF提供者との間の契約には，消費者が安心，安全に取引できるシステムを構築する信義則上の義務が存在し，当該義務に
は出店・出品審査義務や，保険・補償制度構築義務が含まれる，という主張（東京地判令4・4・15LEX/DB25572161 (令和2年（ワ）第
27469号），否定）

3. プラットフォーム提供者の⺠事責任
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［事例4］
（２）BはネットオークションZの出店者W から商品を購入したが，全く送られてこず，W に連絡しても返
事がないまま，W は退会してしまった。インターネット上で情報収集してみると，WはB以外にも同様に代
金だけを受領して商品を送らない手口を多く行っていたことが判明した。代金だけを受領して商品を送らな
いということができてしまうシステムを放置しているZに対して，Bは，当該商品代金相当額についての損害
の賠償を請求することができるか。

Bはネットオークションzの出店者W に代金だけを取られてしまっており，「代金だけを受領して商品を送
らないということができてしまうシステムを放置している」Zに対して損害賠償請求しようとしている。

オークション詐欺におけるネットオークションサイトの責任が問題となった事案では，「本件利用契約にお
ける信義則上，被告は原告らを含む利用者に対して，欠陥のないシステムを構築して本件サービスを提供
すべき義務を負っている」との一般論が述べられている（名古屋地判平20・3・28判時2045号152頁）。

Zのシステムが，「欠陥のないシステムを構築して提供すべき義務」の観点から義務違反であり，損害賠償
が認められるということはあり得るであろう。


